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歳入構成の特徴  ～市税は，歳入総額のほぼ３分の１～ 
               ～他都市に比べて地方交付税に大きく依存～ 

２ 普通会計決算で見る京都市財政の特徴 

２－１歳入 

歳入内訳（平成20年度決算）

市 税
2,664 億 円

地方交付税
663 億 円

国庫支出金
917 億 円

市 債
816 億 円

そ の 他
2,099 億円

総 額
7,359億円

市民一人当たり歳入内訳（平成20年度決算）

市 税
182,000 円

地方交付税
45,000 円

国庫支出金
62,000 円

市 債
56,000 円

そ の 他
142,000 円

総 額
501,000 円

府支出金

200億円

府支出金

14,000円

１　歳入

政令指定都市の自主財源比率（平成20年度決算）

36.2

44.6

36.5
44.0

52.1 54.7
50.3 50.8

36.6

45.3 48.0
53.1

43.1 44.4
37.7 39.0

33.5
40.0

24.2

19.0

19.9

19.1

16.1 13.1 19.5 17.5

15.2

11.8
13.0

16.9

22.6

10.2 21.9 18.1
24.5

24.9

0%

20%

40%
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京都 他都市
平均

札幌 仙台 さいたま 千葉 川崎 横浜 新潟 静岡 浜松 名古屋 大阪 堺 神戸 広島 北九州 福岡

　市税 　その他自主財源   その他歳入   市債
※　斜体の数字は,自主財源比率

58.0

63.6

56.4

63.1

68.2 67.8 68.3

51.8

61.0

70.0

54.6
59.6

64.9
60.4

57.1

65.7

69.8

57.1

　自主財源比率は他都市の平均を下回っており，
財政基盤がぜい弱です。

自主財源…市税，使用料手数料など，
　　　　　自主的に収入しうる財源
依存財源…地方交付税，国庫支出金など，
　　　　　国等に依存した財源

市債

市税

その他
自主財源

その他
歳入
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市民一人当たり市税収入

市民税
91,770

市民税
86,147

固定資産税
74,424

固定資産税
68,382

その他
27,890

その他
27,032

0 25,000 50,000 75,000 100,000 125,000 150,000 175,000 200,000 225,000

京　都　市

円

（平成20年度決算）

市税合計
194,084円

市税合計
181,561円

差　　額
12,523円

他政令指定
都 市 平 均

　　京都市の市民一人当たり市税収入は，他の指定都市に比べ，12,500円少ない。
　　京都市の人口は約147万人なので，市税収入総額では，約180億円の減収となります。

市税

市民税　個人（均等割 3,000円/年，所得割 6%）
　　　　法人（均等割 5～300万円，法人税割 12.3%，14.5%）

固定資産税（土地 1.4%，家屋 1.4%，償却資産 1.4%）

 

固定資産税が少ない要因 

広大(８２８ｋ㎡。うち旧京北町２１８ｋ㎡)な 

市域面積も山林が多く，宅地は少ない 
 

課税対象
３３０k㎡ 
(39.9％) 

田畑 
２４k㎡ 
(2.9％) 

非課税 
４９８k㎡ 
(60.1％) 

総面積 
８２８k㎡ 

その他 
３３k㎡ 
(4.0％) 

宅地 
８０k㎡ 
(9.7％) 

山林 
１９３k㎡ 
(23.3％) 

総面積 
５９９k㎡ 

山林 
９８k㎡ 
(16.4％) 

その他 
３９k㎡ 
(6.5％) 

宅地 
１０１k㎡ 
（16.9％) 

課税対象
２９９k㎡ 
(49.9％) 非課税 

３００k㎡ 
(50.1％) 

[資料:平成19年大都市比較統計年表] 

◆ 地目別土地面積比較 

京都市 他の指定都市平均 

田畑 
６１k㎡ 
(10.1％) 

課税対象面積が小さい 
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政令指定都市の市民一人当たりの市税収入（平成20年度）

58,901
48,315

61,69661,86854,39752,802

75,457
61,85061,960

50,465

84,08483,809
70,65875,696

58,74050,908
65,54656,941

29,929

18,669

24,53320,031
15,695

58,200

37,657

19,97119,318

16,203

17,72920,102

22,44120,856

25,519

15,837

29,206

73,044

73,952

69,72072,724

64,525

101,687
84,132

66,293
76,719

61,448

72,307
78,920

69,65764,283

65,780

57,200

74,424
68,382

27,764

29,114

26,30326,659

23,786

40,238

32,453

20,252

25,190

21,366

25,653

25,38823,636
25,453

24,675

27,890

27,032

26,224

28,480

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

福岡北九州広島神戸堺大阪名古屋浜松静岡新潟横浜川崎千葉さいたま仙台札幌京都

円 個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他市税

京都市の市民一人当たり市税収入は，指定都市平均を下回っており，一番多い大阪市とは，市民一人当
たりで約71,000円もの差があります。

 税源移譲の平年度化などの税制改正の影響に加え，厳しい経済状況の中でも業績が堅調に推
移する企業があったことなどにより20年度は増収となりましたが，21年度については，急激な
景気悪化の影響を本格的に受けるため，大幅な減収を見込まざるを得ません。 

76,376 71,980 70,410 68,681 65,329 63,264 66,895 73,398
82,259 83,550

27,186 29,111 32,716
22,096 26,134 24,139

32,185
38,625

40,088 42,855

110,192
106,114 106,203

105,831 101,706 101,580

102,486

98,119

99,015
100,338

45,852
44,448 43,272

42,478 40,994
40,841

40,493
39,595

39,576
39,664

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

百万円

京都市における市税の推移

個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他市税

234,163
229,824

242,059
249,737251,653

259,606
266,407

注：斜体は市税合計を示す

252,601

239,086

260,938
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地方交付税は，地方公共団体間の財源の不均衡を調整し（財源調整機能），どの地域に住む国民にも一定の行政

サービスを提供できるよう財源を保障（財源保障機能）するためのものであり，地方の固有財源です。 

 

【算定の仕組み】 

地方交付税

小 規 模 な 自 治 体 の 合 併 が 促 進 

※ 普通交付税算定方法の見直し（例） 

人口 

補
正
係
数 

 

 

 

（割増しが多い） 

（割増しが少ない） 

イメージ図 

標準団体 
（人口10万人） 

 

都市化の度合（人口） 

補
正
係
数 

 

 

 

イメージ図 
（割増しが多い） 

（割増しが少ない） 

標準団体 
（人口10万人） 

都市化の度合いに応じて基準
財政需要額を加算するための
補正係数（態容補正係数）の
見直し（⑱～） 

小規模な自治体の基準財政
需要額を加算するための補
正係数（段階補正係数）の
見直し（⑭～⑯） 

 

大都市（指定都市）への 
影響が大きい見直し  

小規模な自治体の合併が促進
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政令指定都市の市民一人当たりの地方交付税の収入額（平成20年度決算）

9,282

30,459

9,973

33,998
36,926

11,696

54,564

29,359

62,088

9,132

63,638

23,400

9,417

16,034

36,237

63,072

48,022

69,978

10.9

6.7

15.2

8.5

3.3
2.9 2.2 2.3

15.6

5.8

8.7

2.2

2.7

10.1

13.1

10.3

13.8

7.8

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

京都 他都市平均 札幌 仙台 さいたま 千葉 川崎 横浜 新潟 静岡 浜松 名古屋 大阪 堺 神戸 広島 北九州 福岡

円

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

％地方交付税 歳入に占める地方交付税の割合

　京都市は，市税収入が少ない分，地方交付税に多くを依存しており，市民一人当たりの地方交付
税収入は，他の指定都市平均の２倍近くになっています。

 地方交付税収入は，三位一体改革の影響等により，近年，大幅に減少しており，地方 
 交付税に多くを依存する京都市の財政運営は極めて深刻な状況となっています。 

109,025
114,798

104,322 102,946
97,273

87,930
95,803

80,251 

67,913 66,217

8,069

18,489 33,409

23,854
18,436

16,292 

14,782 13,846

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

百万円

京都市の地方交付税及び臨時財政対策債の推移

臨時財政対策債 地方交付税

112,391

121,435

130,682

111,784 114,239

96,543

斜字体は，地方交付税及び臨時財政対策債の合計

82,695 80,063
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政令指定都市の財政力指数
（平成20年度決算）

0.751
0.692

0.851

1.033 1.022
1.080

1.000

0.713

0.919 0.932

1.050

0.960

0.814

0.720

0.803

0.706

0.842

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

京都 札幌 仙台 さいたま 千葉 川崎 横浜 新潟 静岡 浜松 名古屋 大阪 堺 神戸 広島 北九州 福岡

　財政力指数は政令指定都市中５番目に低い。
　　⇒財源に余裕がない。

　　　　　　　　　　基準財政収入額
　　財政力指数＝
　　　　　　　　　　基準財政需要額
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歳出構成の特徴（目的別分析） 

～ 社会福祉に最も多くの経費が使われています。 ～ 

２ 歳入 

目的別歳出（平成20年度決算）

社 会 福 祉
2,225億円

都市基盤
整備

1,114億円

市債(借金)
の返済
784億円

教 育
564 億 円

そ の 他
2,655億円

総 額
7,342億円

市民一人当たり目的別歳出（平成20年度決算）

社 会 福 祉
152,000 円

都市基盤
整備

76,000円

市債(借金)
の返済
53,000円

教 育
38,000円

そ の 他
181,000 円

総 額
500,000 円

保健・清掃等，産業振興，
消防，総務管理など

２　歳出

政令指定都市の歳出の行政目的別比率(平成20年度決算）

30.3 29.4
34.7

24.8 26.2 27.5 27.6 29.3
25.1 22.8 23.2

27.0

35.4
39.1

30.2
25.4

28.6 26.2

15.2 18.4
14.7

16.3

23.0
16.9 16.4

20.9 26.7
24.6 22.1

18.3

17.0
15.8

17.2
19.2

17.9

15.9

10.7

14.5 13.2

16.4

10.7
15.9 18.3

13.9 11.0
13.5

14.0 15.0

13.9 10.8
18.2

13.3
14.7

16.2

7.7

9.1 7.9
11.3

10.8 10.3 8.1
8.4 10.6

9.3 12.3 8.4

7.4 9.6 9.6

13.8
8.1

8.3

36.1
28.6 29.5 31.2 29.3 29.4 29.6 27.5 26.6

29.8 28.4 31.3
26.3 24.7 24.8

28.3 28.6
33.4

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

京都 他都市
平　均

札幌 仙台 さいたま 千葉 川崎 横浜 新潟 静岡 浜松 名古屋 大阪 堺 神戸 広島 北九州 福岡

社会福祉 都市基盤整備 市債の返済 教育 その他

行政目的別比率は，大規模な施設整備の有無等によって年度間で増減があるため，特定の年度の構成比
が必ずしも普遍的なものとは言えませんが，京都市は，指定都市の中では，社会福祉費の比率が高い傾
向にあります。

社会福祉

都市基盤
整備

市債の返済

教育

その他
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政令指定都市の市民一人当たりの社会福祉費（平成20年度決算）

98,000 94,000

79,000

114,000
123,000

87,000

152,000

126,000

141,000

109,000
101,000

89,000
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207,000
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30.3
29.4
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24.8
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円

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

％市民一人当たりの社会福祉費の額 歳出に占める割合

　市民一人当たり社会福祉費は，他都市平均を上回る水準（高い方から２番目）にあります。

社会福祉

京都市の社会福祉費の推移

182,460

198,224
205,504

222,554
216,742

210,660

198,808

212,155

189,024 192,817

26.8

30.8
31.6 31.0
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32.3

29.929.3
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26.5

0
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百万円
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％
社会福祉費の額 歳出に占める割合

　少子長寿化の進展などにより，社会福祉費は増加傾向にあります。

＜平成20年度京都市決算の主な内訳＞
　社会福祉(障害，地域福祉) 49,732百万円，老人福祉 40,087百万円，児童福祉 64,395百万円，
　生活保護 68,321百万円
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政令指定都市の市民一人当たりの都市基盤整備費（平成20年度決算）

58,000

68,000

75,000

64,000

75,00076,00076,000
79,000
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78,000

108,000

96,000

79,000
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％市民一人当たりの都市基盤整備費の額 歳出に占める割合

　市民一人当たり都市基盤整備費は，他都市平均並みの水準にあります。

都市基盤整備

京都市の都市基盤整備費の推移

149,137

120,187
116,571

111,409
116,398

120,090

157,908
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140,077
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17.4
18.1

19.6
20.5

21.6

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

百万円
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％都市基盤整備費の額 歳出に占める割合

　公共工事のコスト縮減や事業量の抑制により，都市基盤整備費は，減少傾向にあります。

＜平成20年度京都市決算の主な内訳＞
　下水道 31,288百万円，街路 21,766百万円，道路 17,588百万円，住宅 15,865百万円，区画整理等 14,647百万円
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政令指定都市の市民一人当たりの教育費（平成20年度決算）
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％市民一人当たりの教育費の額 歳出に占める割合

　市民一人当たり教育費は，他都市平均並みの水準にあります。

教育費

京都市の教育費の推移

65,659 66,223

62,375

56,39357,516

60,881

70,841
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69,237
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％
教育費の額 歳出に占める割合

　施設整備費等の減により，教育費は減少傾向にあります。

＜平成20年度京都市決算の主な内訳＞
　小学校 12,128百万円，中学校 7,645百万円，高等学校 10,091百万円，社会教育 8,229百万円，
　大学 2,157百万円
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歳出構成の特徴（性質別分析） 

～ 義務的な経費の割合が高くなっています。 ～ 

性質別歳出（平成20年度決算）

人 件 費
1,307億円

扶 助 費
1,445 億円

公 債 費
777 億 円

投資的経費
770 億 円

物件費等
3,043億円

総 額
7,342 億 円

市民一人当たり性質別歳出（平成20年度決算）

人 件 費
89,000 円

扶 助 費
98,000 円

公 債 費
53,000 円

投資的経費
52,000 円

物件費等
208,000 円

総 額
500,000 円

義務的経費

政令指定都市の市民一人当たりの義務的経費（平成20年度決算）

182,821 177,938

218,182
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％市民一人当たりの義務的経費の額 歳出に占める割合

　市民一人当たり義務的経費は，他都市平均を上回る水準（多い方から３番目）にあります。
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政令指定都市の市民一人当たりの人件費（平成20年度決算）
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％市民一人当たりの人件費の額 歳出に占める割合

　京都市の市民一人当たり人件費は，行政区数の違いなどにより，他都市平均を上回る水準（高い
方から２番目）にあります。

人件費 職員への給料や各種手当をはじめ，市長や市会議員などの特別職に支給される給料，報酬等に要する経費

京都市の人件費の推移
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％
人件費の額 歳出に占める割合

人件費は減少傾向にあります。ただし，年度ごとの退職者数の違い等によって増減があります。

＜平成20年度京都市決算の主な内訳＞
　教育 17,607百万円，消防 16,496百万円，社会福祉 15,354百万円，衛生 15,173百万円，総務 10,553百万円
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政令指定都市の市民一人当たりの扶助費（平成20年度決算）

54,291

47,208

56,593
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％
市民一人当たりの扶助費の額 歳出に占める割合

　京都市は，これまでから福祉に力をいれてきたことなどから，市民一人当たり扶助費は，
　指定都市の中で２番目に高くなっています。

扶助費
社会保障制度の一環として，地方公共団体が生活保護法や児童福祉法，老人福祉法など各種法令に基づき，被扶助者に対して

その生活を維持するために支出する経費，及び地方公共団体が単独で行う各種扶助の経費

京都市の扶助費の推移
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％
扶助費の額 歳出に占める割合

※　平成12年4月から介護保険制度実施

　少子高齢化の進展などにより，扶助費は年々増加しています。

＜平成20年度京都市決算の主な内訳＞
　社会福祉 24,911百万円，老人 3,018百万円，児童 51,002百万円，生活保護 63,592百万円
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政令指定都市の市民一人当たりの公債費（平成20年度決算）

64,690

35,290

54,073

75,127

47,417

73,466
75,679

52,966

61,835

53,586
51,556

44,285

52,703

64,615

80,616

37,975

85,903

61,058
10.6

14.5
13.2

16.4

10.6

15.8

18.2

13.8

11.0

13.5
14.0

15.0

13.8

10.8

18.2

13.2 14.7

16.2

0

50,000

100,000

京都 他都市平均 札幌 仙台 さいたま 千葉 川崎 横浜 新潟 静岡 浜松 名古屋 大阪 堺 神戸 広島 北九州 福岡

円

0

5

10

15

20

％市民一人当たりの公債費の額 歳出に占める割合

　市民一人当たり公債費は，他都市平均を下回る水準にあります。

公債費 市債の元金の償還及び利子の支払いに要する経費

 京都市の市民一人当たり市債残高は，指定都市で中位となっています。 
 なお，新たに指定都市となった都市は，市債残高が少ないため，指定都市が増えるほど平均が下がる傾
向にあります。 
 ※指定都市には，他の市町村にはない国道，道府県道の整備，維持に係る仕事があります。 
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政令指定都市の市民一人当たりの市債残高（平成20年度決算）
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 一般会計の市債残高は，元利償還の全額が後年度に地方交付税で措置される臨時財政対策
債を除くと，近年横ばいで推移していますが，総額では増加傾向が続いています。 

市債残高 

914,053
958,618

976,379 977,234 966,272 968,090 972,832 972,559 976,851 983,151

8,069 26,558 59,757 83,499 102,620 118,785 133,082 145,353
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11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

百万円

京都市の市債残高の推移（一般会計）

臨時財政対策債の残高 臨時財政対策債を除く市債残高

1,003,792 1,026,029
1,051,589

1,075,452 1,091,344
1,109,933

984,448

1,128,504

 全会計の市債残高は，臨時財政対策債を除くと，平成15年度以降減少傾向にあります。 

2,072,845
2,092,835 2,095,130

2,095,653

2,067,387
2,050,802

2,036,095

2,017,261

1,990,325
1,978,648

8,069
26,558 59,757 83,499

102,620 118,785 133,082 145,353

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1,800,000

2,000,000
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百万円

京都市の市債残高の推移（全会計）

臨時財政対策債の残高 臨時財政対策債を除く全会計残高

2,122,211 2,127,144 2,134,301 2,138,715 2,136,046 2,123,4072,103,199 2,124,001
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 平成3年度では，義務的経費等と市税収入がほぼ同規模でしたが，その後，義務的経費等が増大する一
方，市税収入は横ばいで推移し，近年は1000億円を超える乖離となっています。 
 また，市税以外に地方交付税等を含めた一般財源収入は，近年の地方交付税等の大幅な削減により，平
成7年度以前の水準にまで低下しています。その一方で，義務的経費等は増加の一途をたどっており，今
後も着実に増加することが見込まれます。                  
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(義務的経費＋（国保，介護，長寿医療等関連経費)）

※義務的経費＝人件費＋扶助費＋公債費

一般財源収入
(市税＋地方交付税など）
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政令指定都市の市民一人当たりの投資的経費（平成20年度決算）
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％市民一人当たりの投資的経費の額 歳出に占める割合

　市民一人当たり投資的経費は，他都市平均を下回る水準にあります。

投資的経費 道路や施設などを整備するための費用。経費支出の効果が，施設等のストックとして後年度に及ぶ性質の経費で，

普通建設事業費，災害復旧事業費があり，この割合が高いほど財政構造に弾力性があるといわれる。

京都市の投資的経費の推移
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％投資的経費の額 歳出に占める割合

　公共工事のコスト縮減や事業量の抑制等により，投資的経費は，減少傾向にあります。

＜平成20年度京都市決算の主な内訳＞
　道路 12,623百万円，街路 21,639百万円，区画整理 5,455百万円，住宅 6,549百万円，消防 7,336百万円，
　教育 8,784百万円
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政令指定都市の市民一人当たりの物件費（平成20年度決算）

42,881

37,688
38,749

49,367
48,604

46,290

33,971

41,020

34,586
36,728

47,504

42,278

34,334

40,368
42,441

40,679

47,796

50,377

6.8

9.6

8.5

12.3

14.9

12.5

9.2
9.8

11.8

10.8

11.4

8.0

6.9

12.0

8.6

10.3 10.1 9.9

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

京都 他都市平均 札幌 仙台 さいたま 千葉 川崎 横浜 新潟 静岡 浜松 名古屋 大阪 堺 神戸 広島 北九州 福岡

円

0

2

4

6

8

10

12

14

16

％
市民一人当たりの物件費の額 歳出に占める割合

　市民一人当たり物件費は指定都市の中で最も低くなっています。

物件費 地方公共団体が支出する消費的性質の経費の総称。賃金，旅費，交際費，需用費，役務費，備品購入費，報償費，委託料，

使用料及び賃借料，原材料費等が含まれる。

京都市の物件費の推移
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％
物件費の額 歳出に占める割合

　間断なく財政健全化に取り組んできたことから，物件費は減少傾向にあります。

＜平成20年度京都市決算の主な内訳＞
　教育 15,119百万円，衛生 12,123百万円，総務 9,627百万円，社会福祉 8,113百万円
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政令指定都市の市民一人当たりの維持補修費（平成20年度決算）
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％
市民一人当たりの維持補修費の額 歳出に占める割合

　市民一人当たり維持補修費は，他都市平均を下回っています。

維持補修費 市が管理する公共用施設等の維持管理に要する費用。（増改築に要する費用は含まない。）

京都市の維持補修費の推移
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％
維持補修費の額 歳出に占める割合

　維持補修費は減少傾向にありましたが，近年は横ばいで推移しています。

＜平成20年度京都市決算の主な内訳＞
　住宅 3,692百万円，道路 1,275百万円，公園 1,093百万円，教育 803百万円，消防 398百万円，庁舎 394百万円
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政令指定都市の市民一人当たりの繰出金（法適用公営企業，平成20年度決算）
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％
市民一人当たり繰出金の額 歳出に占める割合

　市民一人当たり繰出金(法適用公営企業)は，他都市平均を上回る水準（高い方から２番目）にあり
ます。

繰出金 国民健康保険，市場，基金等の特別会計，病院，水道，公共下水道，自動車運送，高速鉄道事業の公営企業会計に対し

支出される経費

※　京都市の数値には，交通事業における第三セクターの整理に伴う貸付金を含んでいない。

京都市の繰出金(法適用公営企業)の推移
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％
繰出金の額 歳出に占める割合

　繰出金（法適用公営企業）は，ほぼ横ばいで推移しています。

※　平成20年度数値には，交通事業における第三セクターの整理に伴う貸付金（40,987百万円）を含んでいない。
＜平成20年度京都市決算の主な内訳＞
　上水道 1,072百万円，下水道 30,882百万円，交通 18,091百万円，病院 2,559百万円　
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政令指定都市の市民一人当たりの繰出金（法適用公営企業以外，平成20年度決算）
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％
市民一人当たり繰出金の額 歳出に占める割合

　市民一人当たり繰出金(法適用公営企業以外)は，他都市平均を上回る水準にあります。

京都市の繰出金(法適用公営企業以外)の推移
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％
繰出金の額 歳出に占める割合

　国民健康保険事業会計，介護保険事業会計への繰出しの増などにより，繰出金(法適用公営企業
以外)は年々増加しています。

＜平成20年度京都市決算の主な内訳＞
　国民健康保険 14,095百万円，後期高齢者医療 12,589百万円，介護保険 13,062百万円
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「平成の京づく
り」推進のための  
市政改革大綱 

京都新世紀に  
向けた市政改革
行動計画 

京都新世紀  
市政改革大綱 
(取組期間:平成13～

17年度) 

市政改革実行 
プラン等 

(取組期間:平成16～
20年度) 合 計 

期 間 平成7～9年度 平成10～12年度 平成13～15年度 平成16～20年度 

経 費 節減（事務 

事業の見直し等） 
約86億円 約133億円 約106.6億円 約449億円 約774.6億円 

公 共 工 事 の 

コ ス ト 縮 減 
－ 約112億円 約102.3億円 約182.7億円 約397億円 

職

員

数 

減 員 数 1,246人（7～12年度） 1,100人 1,301人 3,647人 

財 政 効 果 未算定 約124.4億円 約198.5億円 約329.6億円 約652.5億円 

合    計 約86億円 約369.4億円 約407.4億円 約961.3億円 約1,824.1億円 

市政改革に早くから計画的に取り組んでいます ・・・ これまでの実績と財政効果 

平 成 13 年 10 月  財政非常事態宣言 

平成14年度，15年度 緊急対策の実施     

＜緊急対策の内容＞ 
  全職員の給与カット(3～5%）（指定都市で初） 
  公営企業への任意の繰出金の休止 
  各種イベントの見直し 
  新規の施設建設の一時凍結     など 

３ 財政健全化の取組 ３　財政健全化の取組

当初（肉付含む）予算編成における財源不足解消策
（単位：億円）

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

事務事業の見直し 40 40 40 40 53

投資的経費の抑制その他 43 43 42 27 79

人件費の抑制 10 13 14 14 25

小　　計 141 93 96 96 81 157

給与カット等 16

公債償還基金の活用 59 110 95 50

土地取得特別会計繰入金等 54

財政健全化債，行革推進債　※２ 100 100 100 70 33 53

小　　計 154 159 210 165 83 69

　 ※１　平成17年度の公債償還基金からの実借入額は３３億円である。

通常の地方債の充当残

行政改革
推進債

通常の
地方債

財源不足解消策

※２　行革推進債
　計画的に行政改革を推進し財政の健全化に取り組む地方公共団体が行う公
共施設の整備事業等について，当該事業に係る通常の地方債に加え，行政改
革の取組による将来の財政負担の軽減により元利償還を行うことができると
見込まれる額の範囲内において，充当残部分に対して充当することができる
地方債

行
革
の
取
組

特
別
の

財
源
対
策

141

通常の地方債に加え，さらに，行革努力
による財政効果額内で特別に地方債を発
行できる。
（通常の地方債の充当残は，本来，一般
財源で支弁すべきものである。）

※１
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京都未来まちづくりプラン（行財政改革・創造プラン）  平成２０～２３年度 

行政運営手法の改革行政運営手法の改革  

市民との共汗による協働の推進 

民間の知恵・活力の積極的な導入  等 

歳出構造の見直し歳出構造の見直し  

職員数の削減（△1,300人）をはじめとする総人件
費の削減 

徹底した事務事業の見直し 

市単独で実施している事業の見直し 

市債発行の抑制  等 

歳入の確保歳入の確保  

自主財源の拡充強化 

保有資産の有効活用 

受益者負担の適正化  等 

・「市民感覚・民間経営感覚による行政運営の確立」・「市民感覚・民間経営感覚による行政運営の確立」  
・「京都の未来に責任を持つ財政運営の確立」・「京都の未来に責任を持つ財政運営の確立」  

 歳入に応じた予算編成 
 公営企業や特別会計，外郭団体も含めた財政の健全化 
 市債残高の減少を目指した市債の管理 

市民サービスの改革市民サービスの改革  

社会経済状況の変化等に対応したサービス提供
の見直し  等 

庁内の改革庁内の改革  

公営企業・特別会計の経営改革公営企業・特別会計の経営改革  

地下鉄事業等の経営健全化計画に基づく取組の
推進  等 

外郭団体等の改革外郭団体等の改革  

経営状況や事業の公共性等の点検による団体の
在り方の見直し 

具体的な取組 

目 標 

＜主な取組目標＞  
☆ 行政運営の更なる効率化等による職員数の削減 
  １３００人削減（全市） 
☆ 連結実質赤字比率の抑制 
  早期健全化基準（16.25％）未満  
☆ 市債発行額の縮減  
  国が返済に責任を持つ市債（臨時財政対策債）を除き， 
 20年度水準から概ね２割縮減（一般会計）  
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